
建設工事の施工体制点検等実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、県が発注する建設工事について、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律（平成１２年法律第１２７号。以下「適正化法」という。）及び公共工事の入札及び

契約の適正化を図るための措置に関する指針（平成１３年３月９日閣議決定。以下「適正化指針」

という。）に基づき県が講ずる措置のうち、一括下請負等建設業法違反への適切な対応、施工体

制の把握の徹底等及び不良・不適格業者の排除のために行う確認及び点検（以下「点検等」とい

う。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（点検等の対象等）

第２条 点検等は、次の各号に掲げる事項について、それぞれ当該各号に定める建設工事を対象と

して行うものとする。

(1) 監理技術者又は主任技術者の専任制に関する事項 監理技術者又は主任技術者（以下「監理

技術者等」という。）の専任配置を要する建設工事

(2) 一括下請負並びに施工体制台帳及び施工体系図の作成等に関する事項 下請契約を締結した

建設工事

(3) 不良・不適格業者に関する事項 全ての建設工事

２ 前項第２号に掲げる事項のうち一括下請負の点検等は、特別の事情がある場合を除き、受注者

（県から直接建設工事を請け負った者をいう。以下同じ。）を対象として行うものとする。

３ 第１項第３号に掲げる事項の点検等は、特別の事情がある場合を除き、建設業の許可並びに健

康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「健康保険等」という。）の加入状況の確認に重点を

置いて行うものとする。

第３条 一般競争入札又は条件付き一般競争入札に付す建設工事のうち監理技術者等の専任配置を

要するものについては、当該建設工事の入札参加資格の確認に関する事務を行う課所は、入札参

加者の入札参加資格の確認を行うときに、当該建設工事に配置する予定の監理技術者等が他の建

設工事の監理技術者等又は営業所の専任の技術者と同一でないことを発注者支援データベースの

利用、秋田県公共事業執行管理システムの利用その他の適切な方法により確認するものとする。

（点検等を行う職員等）

第４条 点検等を行う職員（以下「点検者」という。）は、第２条第１項各号に定める建設工事の

監督を行う課所（以下「監督課所」という。）の職員とし、当該課所の長が指定する。この場合

において、当該課所の長は、点検等の対象となる建設工事の内容及び監督業務の経験を考慮し、

適切な職員を指定しなければならない。

２ 入札契約に関する事務を行う課所は、点検者に対し、第２条第１項各号に掲げる事項について

情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものとする。

（点検等の方法等）

第５条 点検等の方法は、別表のとおりとする。
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２ 点検者は、点検等を行うときは、下請負人（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第

５項に規定する下請負人をいう。以下同じ。）を含めた全体の施工体制を把握することが建設工

事の適正な施工の確保のために重要であることに鑑み、受注者に対し、施工体制台帳の作成、作

成した施工体制台帳の工事現場への備え置き及び作成した施工体制台帳の写しの提出並びに施工

体系図の作成及び作成した施工体系図の工事現場への掲示について必要な助言又は指導を行った

上で、それらを適切に活用するものとする。

（建設部長に対する報告）

第６条 監督課所の長は、点検等の結果、受注者又は下請負人に建設業法の規定に違反すると疑う

に足りる事実があるとき、又は適正化法第１１条各号のいずれかに該当すると疑うに足りる事実

があるときは、建設部長に対し、様式第１号により報告するものとする。

２ 監督課所の長は、点検等の結果、建設業者（建設業法第２条第３項に規定する建設業者をいう。

以下同じ。）である下請負人に、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険法（昭

和２９年法律第１１５号）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の規定に違反して健康

保険等に加入していない事実（健康保険法第４８条、厚生年金保険法第２７条又は雇用保険法第

７条の規定による届出をしていない事実をいう。以下同じ。）があるときは、建設部長に対し、

様式第２号により報告するものとする。

（行政庁等に対する通知等）

第７条 知事は、建設業者である受注者又は下請負人に適正化法第１１条各号のいずれかに該当す

ると疑うに足りる事実があるときは、当該者が建設業の許可を受けた国土交通大臣又は都道府県

知事及び当該事実に係る営業が行われる区域を管轄する都道府県知事に対し、様式第３号により

通知しなければならない。

２ 知事は、建設業者（知事の許可を受けた建設業者に限る。）である下請負人に、健康保険法、

厚生年金保険法又は雇用保険法の規定に違反して健康保険等に加入していない事実があるとき

は、別に定めるところにより、当該下請負人に対する指導、当該下請負人の健康保険等に関する

事務を所掌する行政機関等に対する通報その他必要な措置を講ずるものとする。

３ 知事は、建設業者（国土交通大臣又は他の都道府県知事の許可を受けた建設業者に限る。）で

ある下請負人に、健康保険法、厚生年金保険法又は雇用保険法の規定に違反して健康保険等に加

入していない事実があるときは、別に定めるところにより、当該下請負人が建設業の許可を受け

た国土交通大臣又は当該他の都道府県知事に対する通報その他の必要な措置を講ずるものとす

る。

附 則（平成２８年１月２０日建政－１３９４）

１ この要領は、平成２８年１月２０日から施行する。

２ 建設工事の施工体制点検等実施要領（平成１６年３月３１日建管－３０９６）は、廃止する。

附 則（平成２８年５月３１日建政－３９１）

この要領は、平成２８年６月１日から施行する。
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（別表）点検等の方法

１ 一括下請負等建設業法違反への適切な対応に関すること

(1) 一括下請負の禁止を徹底するため、次により、元請負人（建設業法第２条第５項に規定する

元請負人をいう。）が下請工事の施工に実質的に関与していることの点検等を行うこと。

① 監理技術者等が常駐していることの点検等

(ｱ) 元請負人に所属する監理技術者等が常駐していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

② 発注者との協議において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 請負契約に基づく協議・報告、設計内容の確認、変更協議等の打ち合わせを主体的に実

施していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

③ 住民への説明において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 工事施工に関する具体的内容について住民説明を行っていることを確認すること。

(ｲ) 住民等からの苦情等に対し的確に対応していることを確認すること。

(ｳ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

④ 官公庁等への届出等において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 労働安全衛生法、環境法令に定められた官公庁への届出等や、工事施工上必要な道路管

理者、交通管理者等への申請、協議を実施していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑤ 近隣工事との調整において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 近隣工事との調整を適切に実施していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑥ 施工計画の作成において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 設計図書の内容の適切な把握及びその照査の的確な実施、施工計画（工程計画、安全計

画、品質計画等）の立案、その他必要な計画修正を適切に実施していることを確認するこ

と。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑦ 工程管理において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 工事全体の把握、工事の手順・段取りの適切な調整・指揮、工程変更を余儀なくされた

場合の適切な対応、災害防止のための臨機の措置を実施していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑧ 出来形・品質管理において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 品質確保のための体制整備、所定の検査・試験の実施及びその結果の適切な保存をして

いることを確認すること。

(ｲ) 不具合等発生時に適切な対策を実施していることを確認すること。

(ｳ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑨ 完成検査において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 下請負人が施工した工事の検査を実施していることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。
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⑩ 安全管理において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 安全確保に責任ある体制を保持していることを確認すること。

(ｲ) 設備・機械・安全施設・安全行動等の点検、労働者の安全教育、下請負人の安全指導を

実施していることを確認すること。

(ｳ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

⑪ 下請負人との施工調整・指導監督において主体的な役割を果たしていることの点検等

(ｱ) 施工場所・施工取り合い部分・仮設物の使用等についての調整指揮、施工上の留意点・

技術的内容についての具体的な指導をしていることを確認すること。

(ｲ) 施工体制台帳及び施工体系図を整備していることを確認すること。

(ｳ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

(2) その他建設業法の遵守を徹底するため、次により、受注者及び下請負人が建設業法に違反し

ていないことの点検等を行うこと。

① 建設業の許可を受けていることの点検等

(ｱ) 施工体制台帳により、建設業の許可を受けていない者が、軽微な建設工事（工事一件の

請負代金の額が建築一式工事にあっては１，５００万円に満たない工事又は延べ面積が１

５０㎡に満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあっては５００万円に満

たない工事）以外の建設工事を請け負っていないことを確認すること。

(ｲ) 施工体制台帳により、特定建設業の許可を受けていない受注者が、下請代金の額（下請

契約が二以上あるときは、下請代金の額の総額）が４，０００万円（許可を受けている建

設業が建築工事業である場合においては６，０００万円）以上となる下請契約を締結して

いないことを確認すること。

(ｳ) 不適切な点があった場合は、助言、指導、下請負人の変更その他の必要な措置を講ずる

こと。

② その他受注者及び下請負人が建設業法に違反していないことの点検等

(ｱ) 受注者及び下請負人が建設業法の規定に違反していないことを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

２ 施工体制の把握の徹底等に関すること

(1) 監理技術者等の専任制を徹底するため、次により、工事施工前における監理技術者資格者証

及び監理技術者講習修了証の点検等及び監理技術者等の本人確認並びに工事施工中における監

理技術者等が専任で置かれていることの点検等を行うこと。

① 監理技術者資格者証等の点検等

(ｱ) 工事着手以前に監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の提示を求め、その者が、

工事請負契約書第１０条第１項の規定に基づき通知を受けた監理技術者と同一人であり、

受注者に所属する者であることを確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導、契約の解除その他の必要な措置を講ずること。

② 配置予定技術者と契約後の通知に基づく監理技術者等の同一性の点検等

(ｱ) 工事請負契約書第１０条第１項の規定に基づく通知による監理技術者等が、予め申請の

あった配置予定技術者と同一人であり、受注者に所属する者であること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。
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③ 現場の常駐状況の点検等

(ｱ) 現場での監理技術者等の常駐状況について、適切な頻度で点検すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

④ その他監理技術者等の専任制の点検等

(ｱ) 監理技術者等が他の建設工事の監理技術者等又は営業所の専任の技術者と同一でないこ

とを発注者支援データベースの利用、秋田県公共事業執行管理システムの利用その他の適

切な方法により確認すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、必要な措置を講ずること。

(2) 現場の施工体制の把握のため、次により、施工体制台帳及び施工体系図に基づく点検等を行

うこと。なお、施工体制台帳の写しは、適正化法第１５条第２項の規定により県に提出するこ

とが義務づけられているものであり、その提出先は、仕様書の規定により監督職員とされてい

ることに留意すること。

① 施工体制台帳の点検

(ｱ) 作成され工事現場に備え置かれた施工体制台帳及び提出された施工体制台帳の写しを工

事期間中に点検すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

② 施工体系図の点検

(ｱ) 施工体系図が工事現場の工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲げられていることを点

検すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

③ 施工体制の把握

(ｱ) 施工体制台帳及び施工体系図が実際の施工体制と同一であることを点検すること。

(ｲ) 不適切な点があった場合は、必要な措置を講ずること。

(3) その他受注者の適切な施工体制の確保のため、工事着手前における工事実績を記入した工事

カルテの登録の確認、工事施工中の建設業許可を示す標識の掲示、労災保険関係成立票の掲示、

建設業退職金共済制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを示す標識の掲示等の

点検等を行い、不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

３ 不良・不適格業者の排除に関すること

不良・不適格業者（技術力・施工能力を全く有しないいわゆるペーパーカンパニー、経営を暴

力団が支配している企業、対象工事の規模や必要とされる技術力からみて適切な施工が行い得な

い企業、過大受注により適切な施工が行えない企業、建設業法その他工事に関する諸法令（健康

保険等に関する法令を含む。）を遵守しない企業等をいう。）の排除を徹底するため、次により、

受注者及び下請負人が不良・不適格業者でないことの点検等を行うこと。

(1) 下請負人の健康保険等の加入状況の点検等

① 施工体制台帳により、下請負人の健康保険等の「加入」、「未加入」又は「適用除外」の

別を確認すること。

② 下請負人の健康保険等の加入状況が「未加入」である場合は、受注者に対し、当該下請負

人の健康保険等の加入のために必要な措置を講ずることについて、助言又は指導すること。

(2) その他受注者及び下請負人が不良・不適格業者でないことの点検等
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① 受注者及び下請負人がその他の不良・不適格業者でないことを確認すること。

② 不適切な点があった場合は、助言、指導その他の必要な措置を講ずること。

４ 点検等の記録に関すること

(1) 点検者は、点検等の結果を記録しなければならない。ただし、秋田県工事成績評定要領に基

づく評定（以下「工事成績評定」という。）の対象とならない工事については、この限りでな

い。

(2) 秋田県工事成績評定要領に基づく工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表（「施工プロ

セス」のチェックリストを含む。）が作成されたときは、点検者は、点検等の結果を記録した

ものとみなす。

５ 工事成績評定への反映に関すること

点検等において受注者に不適切な点があった場合は、その内容及び改善状況に応じて工事成績

評定に適切に反映すること。
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（様式第１号）

文 書 番 号

年 月 日

建 設 部 長 様

（建設政策課扱い）

監督課所の長

建設業法等違反疑義情報について（報告）

次の者について、建設業法等の規定に違反すると疑うに足りる事実があるので、

報告します。

１ 商号又は名称及び代表者の氏名並びに建設業の許可を受けている者にあって

はその許可番号

２ 工事の名称及び番号

３ 建設業法等違反疑義

・建設業法第２８条第１項第３号該当（他法令に違反し建設業者として不適当）

・建設業法第２８条第１項第４号該当（一括下請負）

・建設業法第２８条第１項第６号該当（無許可業者との下請契約）

・建設業法第２８条第１項第７号該当（特定建設業者以外の者との政令で定め

る額以上の下請契約）

・建設業法第２８条第１項第８号該当（営業停止又は営業禁止の者との下請契

約)

・適正化法第１５条第１項により読み替えて適用する建設業法第２４条の７第

１項違反（施工体制台帳の作成及び工事現場への備置き)

・適正化法第１５条第１項により読み替えて適用する建設業法第２４条の７第

２項違反（下請負人の元請負人に対する再下請負通知）

・適正化法第１５条第１項により読み替えて適用する建設業法第２４条の７第

４項違反（施工体系図の作成及び掲示)

・適正化法第１５条第２項違反（施工体制台帳の写しの提出）

・適正化法第１５条第３項違反（施工体制点検の受検）

・建設業法第２６条違反（主任技術者又は監理技術者の設置等）

・建設業法第２６条の２違反（専門技術者の設置等）

・その他（ ）

（担当）

※ 当該者に係る施工体制台帳の写しを添付すること。
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（様式第２号）

文 書 番 号

年 月 日

建 設 部 長 様

（建設政策課扱い）

監督課所の長

健康保険等未加入疑義情報について（報告）

次の建設業者について、法令の規定に違反して健康保険等に加入していないと

疑うに足りる事実があるので、報告します。

１ 商号又は名称及び代表者の氏名並びに許可番号

２ 工事の名称及び番号

（担当）

※ 下請負人のうち、建設業の許可を受けている者（国土交通大臣又は他の都道

府県知事の許可を受けている者を含む）であって、施工体制台帳上の健康保

険等の加入状況が「未加入」となっている者について報告すること。

※ 当該者に係る施工体制台帳の写し（健康保険等の加入状況が記載された部分

のみで可）を添付すること。
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（様式第３号）

文 書 番 号

年 月 日

建設業許可行政庁 様

秋田県知事

建設業法等違反疑義について（通知）

次の建設業者について、建設業法等の規定に違反すると疑うに足りる事実があ

るので、公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律（平成１２年法律第１２

７号）第１１条の規定に基づき通知します。

１ 商号又は名称及び代表者の氏名並びに許可番号

２ 事実の概要

（担当）
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